
職 補 ― １ ６ １

令和２年４月３０日

人 事 院 事 務 総 長

「災害補償制度の運用について」の一部改正について（通知）

「災害補償制度の運用について（昭和４８年１１月１日職厚―９０５）」（以

下「運用通達」という。）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４月３

０日（第６の２（第三者加害の場合における損害賠償との調整関係）の２並びに

第６の３（自動車事故による場合における損害賠償との調整関係）の１及び２の

改正については、同月１日）以降は、これによってください。

なお、運用通達第１（用語の定義）の第１０号に規定する事故発生日が令和２

年４月３０日前の場合における運用通達第６（国、行政執行法人又は日本郵政株

式会社が損害賠償の責めに任ずる場合における損害賠償との調整関係）の１の注

１の就労可能年齢及び就労可能年数並びに注４の法定利率による単利年金現価係

数については、なお従前の例によってください。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこ

れに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のよ

うに改める。



改 正 後 改 正 前

第６ 国、行政執行法人又は日本郵 第６ 国、行政執行法人又は日本郵

政株式会社が損害賠償の責めに任 政株式会社が損害賠償の責めに任

ずる場合における損害賠償との調 ずる場合における損害賠償との調

整関係 整関係

１ （略） １ （略）

注１ 「就労可能年齢」は、被災 注１ 「就労可能年齢」は、被災

職員の事故発生日における次 職員の事故発生日における次

の表の年齢欄に掲げる年齢に の表の年齢欄に掲げる年齢に

応じ、同表の就労可能年齢欄 応じ、同表の就労可能年齢欄

に掲げる年齢とし、「就労可 に掲げる年齢とし、「就労可

能年数」は、被災職員の被災 能年数」は、被災職員の被災

当時の同表の年齢欄に掲げる 当時の同表の年齢欄に掲げる

年齢に応じ、同表の就労可能 年齢に応じ、同表の就労可能

年数欄に掲げる年数とする。 年数欄に掲げる年数とする。

ただし、判決、示談等におい ただし、判決、示談等におい

て、就労可能年数が明示され て、就労可能年数が明示され

ている場合は、当該明示され ている場合は、当該明示され

た年数によることができる。 た年数によることができる。

年齢 就労可能年 就労可能年 年齢 就労可能年 就労可能年

齢 数 齢 数

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

５３ ６８ １５ ５３ ６７ １４

５４ ６８ １４ ５４ ６７ １３

５５ ６９ １４ ５５ ６７ １２

５６ ６９ １３ ５６ ６８ １２



５７ ７０ １３ ５７ ６８ １１

５８ ７１ １３ ５８ ６９ １１

５９ ７１ １２ ５９ ７０ １１

６０ ７２ １２ ６０ ７０ １０

６１ ７２ １１ ６１ ７１ １０

６２ ７３ １１ ６２ ７１ ９

６３ ７４ １１ ６３ ７２ ９

６４ ７４ １０ ６４ ７３ ９

６５ ７５ １０ ６５ ７３ ８

６６ ７５ ９ ６６ ７４ ８

６７ ７６ ９ ６７ ７５ ８

６８ ７７ ９ ６８ ７５ ７

６９ ７７ ８ ６９ ７６ ７

７０ ７８ ８ ７０ ７６ ６

７１ ７８ ７ ７１ ７７ ６

７２ ７９ ７ ７２ ７８ ６

７３ ８０ ７ ７３ ７９ ６

７４ ８０ ６ ７４ ７９ ５

７５ ８１ ６ ７５ ８０ ５

７６ ８２ ６ ７６ ８１ ５

７７ ８２ ５ ７７ ８１ ４

７８ ８３ ５ ７８ ８２ ４

７９ ８４ ５ ７９ ８３ ４

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

８２ ８６ ４ ８２ ８５ ３

８３ ８７ ４ ８３ ８６ ３



（略） （略） （略） （略） （略） （略）

９５以 当該年齢に １ ９５ ９７ ２

上 １年を加え ９６ ９８ ２

た年齢 ９７以 当該年齢に １

上 １年を加え

た年齢

注２・注３ （略） 注２・注３ （略）

注４ 「就労可能年数に応じた係 注４ 「就労可能年数に応じた係

数」は、就労可能年数に相当 数」は、就労可能年数に相当

する次の表の年数欄に掲げる する次の表の年数欄に掲げる

年数に応ずる同表の法定利率 年数に応ずる同表の法定利率

による単利年金現価係数欄に による単利年金現価係数欄に

掲げる数とする。 掲げる数とする。

年数 法定利率による単利年 年数 法定利率による単利年

金現価係数 金現価係数

１ ０．９７０８ １ ０．９５２

２ １．９１４２ ２ １．８６１

３ ２．８３１７ ３ ２．７３１

４ ３．７２４５ ４ ３．５６４

５ ４．５９４１ ５ ４．３６４

６ ５．４４１５ ６ ５．１３４

７ ６．２６８０ ７ ５．８７４

８ ７．０７４４ ８ ６．５８９

９ ７．８６１８ ９ ７．２７８

１０ ８．６３１１ １０ ７．９４５

１１ ９．３８２９ １１ ８．５９０



１２ １０．１１８２ １２ ９．２１５

１３ １０．８３７７ １３ ９．８２１

１４ １１．５４１９ １４ １０．４０９

１５ １２．２３１５ １５ １０．９８１

１６ １２．９０７２ １６ １１．５３６

１７ １３．５６９５ １７ １２．０７７

１８ １４．２１８８ １８ １２．６０３

１９ １４．８５５８ １９ １３．１１６

２０ １５．４８０８ ２０ １３．６１６

２１ １６．０９４３ ２１ １４．１０４

２２ １６．６９６７ ２２ １４．５８０

２３ １７．２８８４ ２３ １５．０４５

２４ １７．８６９８ ２４ １５．５００

２５ １８．４４１２ ２５ １５．９４４

２６ １９．００３０ ２６ １６．３７９

２７ １９．５５５５ ２７ １６．８０４

２８ ２０．０９９０ ２８ １７．２２１

２９ ２０．６３３７ ２９ １７．６２９

３０ ２１．１６００ ３０ １８．０２９

３１ ２１．６７８２ ３１ １８．４２１

３２ ２２．１８８４ ３２ １８．８０６

３３ ２２．６９０９ ３３ １９．１８３

３４ ２３．１８５９ ３４ １９．５５４

３５ ２３．６７３８ ３５ １９．９１７

３６ ２４．１５４５ ３６ ２０．２７５

３７ ２４．６２８５ ３７ ２０．６２５



３８ ２５．０９５７ ３８ ２０．９７０

３９ ２５．５５６６ ３９ ２１．３０９

４０ ２６．０１１１ ４０ ２１．６４３

４１ ２６．４５９５ ４１ ２１．９７０

４２ ２６．９０２０ ４２ ２２．２９３

４３ ２７．３３８７ ４３ ２２．６１１

４４ ２７．７６９７ ４４ ２２．９２３

４５ ２８．１９５３ ４５ ２３．２３１

４６ ２８．６１５４ ４６ ２３．５３４

４７ ２９．０３０４ ４７ ２３．８３２

４８ ２９．４４０２ ４８ ２４．１２６

４９ ２９．８４５１ ４９ ２４．４１６

５０ ３０．２４５１ ５０ ２４．７０２

５１ ３０．６４０３ ５１ ２４．９８４

５２ ３１．０３１０ ５２ ２５．２６１

５３ ３１．４１７１ ５３ ２５．５３５

５４ ３１．７９８７ ５４ ２５．８０６

５５ ３２．１７６１ ５５ ２６．０７２

５６ ３２．５４９２ ５６ ２６．３３５

５７ ３２．９１８２ ５７ ２６．５９５

５８ ３３．２８３２ ５８ ２６．８５２

５９ ３３．６４４２ ５９ ２７．１０５

６０ ３４．００１３ ６０ ２７．３５５

６１ ３４．３５４７ ６１ ２７．６０２

６２ ３４．７０４４ ６２ ２７．８４６

６３ ３５．０５０４ ６３ ２８．０８７



６４ ３５．３９２８ ６４ ２８．３２５

６５ ３５．７３１８ ６５ ２８．５６０

注５ （略） 注５ （略）

２～７ （略） ２～７ （略）

第６の２ 第三者加害の場合におけ 第６の２ 第三者加害の場合におけ

る損害賠償との調整関係 る損害賠償との調整関係

１ （略） １ （略）

２ 損害賠償を受ける前に補償を ２ 損害賠償を受ける前に補償を

行った場合の取扱い 行った場合の取扱い

⑴ 補償法第６条第１項の規定 ⑴ 補償法第６条第１項の規定

により国が取得する求償権の により国が取得する求償権の

範囲は、補償の種類ごとに補 範囲は、補償の種類ごとに補

償の事由と同一の事由による 償の事由と同一の事由による

損害に係る請求し得る損害額 損害に係る請求し得る損害額

（受給権者が第三者に対して （受給権者が第三者に対して

有する損害賠償請求権に属す 有する損害賠償請求権に属す

る金額をいう。以下同じ。） る金額をいう。以下同じ。）

の範囲内で、事故発生日から の範囲内で、事故発生日から

起算して５年（自動車損害賠 起算して３年を経過した日ま

償保障法（昭和３０年法律第 での間に行った補償の額に相

９７号。以下「自賠法」とい 当する金額とする。

う。）に基づく自動車損害賠

償責任保険（以下「責任保険

」という。）又は自動車損害

賠償責任共済（以下「責任共

済」という。）に対し損害賠



償額等の請求を行うことがで

きる場合の求償にあっては、

３年）を経過した日までの間

に行った補償の額に相当する

金額とする。

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略）

３ （略） ３ （略）

第６の３ 自動車事故による場合に 第６の３ 自動車事故による場合に

おける損害賠償との調整関係 おける損害賠償との調整関係

１ 事務の調整 １ 事務の調整

自動車事故による災害につい 自動車事故による災害につい

て、補償と責任保険又は責任共 て、補償と自動車損害賠償保障

済の給付とが競合する場合には 法（昭和３０年法律第９７号。

、実施機関の長は、補償を行う 以下「自賠法」という。）に基

前に、管轄店（責任保険の管轄 づく自動車損害賠償責任保険（

店をいう。以下同じ。）又は協 以下「責任保険」という。）又

同組合（自賠法第６条第２項各 は自動車損害賠償責任共済（以

号に掲げる協同組合をいう。以 下「責任共済」という。）の給

下同じ。）に対し、あらかじめ 付とが競合する場合には、実施

補償を行おうとする年月日、当 機関の長は、補償を行う前に、

該補償に係る金額等について別 管轄店（責任保険の管轄店をい

表第３に定める様式の書面によ う。以下同じ。）又は協同組合

り通知するとともに、損害賠償 （自賠法第６条第２項各号に掲

額、保険金若しくは共済金又は げる協同組合をいう。以下同じ

仮渡金の請求の有無、支払年月 。）に対し、あらかじめ補償を

日又は支払予定年月日、当該支 行おうとする年月日、当該補償



払に係る金額等について照会す に係る金額等について別表第３

るものとする。なお、この照会 に定める様式の書面により通知

に対しては、管轄店又は協同組 するとともに、損害賠償額、保

合より、損害賠償額、保険金若 険金若しくは共済金又は仮渡金

しくは共済金（いずれも内払金 の請求の有無、支払年月日又は

を含む。以下同じ。）又は仮渡 支払予定年月日、当該支払に係

金の請求の有無、支払年月日、 る金額等について照会するもの

当該請求又は支払に係る金額、 とする。なお、この照会に対し

受領者等について、別表第４に ては、管轄店又は協同組合より

定める様式の書面により、実施 、損害賠償額、保険金若しくは

機関の長宛て遅滞なく回答され 共済金（いずれも内払金を含む

ることとなっている。 。以下同じ。）又は仮渡金の請

求の有無、支払年月日、当該請

求又は支払に係る金額、受領者

等について、別表第４に定める

様式の書面により、実施機関の

長あて遅滞なく回答されること

となっている。

２ 免責又は求償 ２ 免責又は求償

受給権者が責任保険又は責任 受給権者が責任保険又は責任

共済から損害賠償額等の支払を 共済から損害賠償額等の支払を

受け、又はこれらに対し損害賠 受け、又はこれらに対し損害賠

償額等の請求を行うことができ 償額等の請求を行うことができ

る場合の免責又は求償について る場合の免責又は求償について

は、第６（国、行政執行法人又 は、第６（国、行政執行法人又

は日本郵政株式会社が損害賠償 は日本郵政株式会社が損害賠償



の責めに任ずる場合における損 の責めに任ずる場合における損

害賠償との調整関係）及び第６ 害賠償との調整関係）及び第６

の２（第三者加害の場合におけ の２（第三者加害の場合におけ

る損害賠償との調整関係）によ る損害賠償との調整関係）によ

るほか、原則として次によるも るほか、原則として次によるも

のとする。 のとする。

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略）

⑹ １の回答が発せられた後に ⑹ １の回答が発せられた後に

おいて、受給権者が損害賠償 おいて、受給権者が損害賠償

額の支払を請求したとき、又 額の支払を請求したとき、又

は損害賠償額若しくは仮渡金 は損害賠償額若しくは仮渡金

の支払を受けたときは、その の支払を受けたときは、その

旨受給権者から実施機関の長 旨受給権者から実施機関の長

宛て別表第５に定める様式の あて別表第５に定める様式の

書面により届出を行わせるも 書面により届出を行わせるも

のとする。 のとする。

⑺・⑻ （略） ⑺・⑻ （略）

⑼ 責任保険又は責任共済から ⑼ 責任保険又は責任共済から

、後遺障害による損害に対し 、後遺障害による損害に対し

て、支払限度額により支払わ て、支払限度額により支払わ

れた損害賠償額のうち障害補 れた損害賠償額のうち障害補

償又は障害補償年金前払一時 償又は障害補償年金前払一時

金と同一の事由による損害に 金と同一の事由による損害に

係る額は、昭和５３年６月３ 係る額は、昭和５３年６月３

０日以前に発生した事故の場 ０日以前に発生した事故の場

合にあっては、当該損害賠償 合にあっては、当該損害賠償



額に、次の表に掲げる事故発 額に、次の表に掲げる事故発

生の時期の区分に応じて、そ 生の時期の区分に応じて、そ

れぞれ同表比率等欄に掲げる れぞれ同表比率等欄に掲げる

比率を乗じて得た額（その額 比率を乗じて得た額（その額

に１万円未満の端数を生じた に１万円未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てる。 ときは、これを切り捨てる。

）とし、昭和５３年７月１日 ）とし、昭和５３年７月１日

以降に発生した事故の場合に 以降に発生した事故の場合に

あっては、同表に掲げる事故 あっては、同表に掲げる事故

発生の時期の区分に応じて、 発生の時期の区分に応じて、

それぞれ同欄に掲げる障害等 それぞれ同欄に掲げる障害等

級に応ずる額とする。 級に応ずる額とする。

事故発生 比率等 事故発生 比率等

の時期 の時期

（略） （略） （略） （略）

平成１４ 第１級 １，９００ 平成１４ 第１級 １，９００

年４月１ 万円 年４月１ 万円

日から令 （被扶養者のあると 日以降 （被扶養者のあると

和２年３ き１，７００万円） き１，７００万円）

月３１日 第２級 １，６３２ 第２級 １，６３２

まで 万円 万円

（被扶養者のあると （被扶養者のあると

き１，４６２万円） き１，４６２万円）

第３級 １，３９０ 第３級 １，３９０

万円 万円

（被扶養者のあると （被扶養者のあると



き１，２４６万円） き１，２４６万円）

第４級 １，１７７ 第４級 １，１７７

万円 万円

第５級 ９７５万円 第５級 ９７５万円

第６級 ７９８万円 第６級 ７９８万円

第７級 ６４２万円 第７級 ６４２万円

第８級 ４９５万円 第８級 ４９５万円

第９級 ３７１万円 第９級 ３７１万円

第１０級 ２７４万 第１０級 ２７４万

円 円

第１１級 １９６万 第１１級 １９６万

円 円

第１２級 １３１万 第１２級 １３１万

円 円

第１３級 ８２万円 第１３級 ８２万円

第１４級 ４３万円 第１４級 ４３万円

令和２年 第１級 １，８５０

４月１日 万円

以降 （被扶養者のあると

き１，６５０万円）

第２級 １，５９２

万円

（被扶養者のあると

き１，４２２万円）

第３級 １，３５８

万円



（被扶養者のあると

き１，２１４万円）

第４級 １，１５２

万円

第５級 ９５６万円

第６級 ７８４万円

第７級 ６３２万円

第８級 ４８８万円

第９級 ３６７万円

第１０級 ２７１万

円

第１１級 １９５万

円

第１２級 １３０万

円

第１３級 ８２万円

第１４級 ４３万円

⑽ 責任保険又は責任共済から ⑽ 責任保険又は責任共済から

、死亡による損害に対して、 、死亡による損害に対して、

支払限度額により支払われた 支払限度額により支払われた

損害賠償額のうち、遺族補償 損害賠償額のうち、遺族補償

又は遺族補償年金前払一時金 又は遺族補償年金前払一時金

と同一の事由による損害に係 と同一の事由による損害に係

る額は、昭和５６年４月３０ る額は、昭和５６年４月３０

日以前に発生した事故の場合 日以前に発生した事故の場合

にあっては、当該損害賠償額 にあっては、当該損害賠償額



に、次の表の比率等欄に掲げ に、次の表の比率等欄に掲げ

る比率を乗じて得た額とし、 る比率を乗じて得た額とし、

昭和５６年５月１日以降に発 昭和５６年５月１日以降に発

生した事故の場合にあっては 生した事故の場合にあっては

、同表に掲げる事故発生の時 、同表に掲げる事故発生の時

期の区分に応じて、それぞれ 期の区分に応じて、それぞれ

同欄に掲げる責任保険又は責 同欄に掲げる責任保険又は責

任共済に対する慰謝料の請求 任共済に対する慰謝料の請求

権者数に応ずる額とする。 権者数に応ずる額とする。

事故発生 比率等 事故発生 比率等

の時期 の時期

（略） （略） （略） （略）

平成１４ 請求権者１名 ２， 平成１４ 請求権者１名 ２，

年４月１ ０４０万円 年４月１ ０４０万円

日から令 （被災職員に被扶養 日以降 （被災職員に被扶養

和２年３ 者のあるとき１，８ 者のあるとき１，８

月３１日 ４０万円） ４０万円）

まで 請求権者２名 １， 請求権者２名 １，

９４０万円 ９４０万円

（被災職員に被扶養 （被災職員に被扶養

者のあるとき１，７ 者のあるとき１，７

４０万円） ４０万円）

請求権者３名以上 請求権者３名以上

１，８４０万円 １，８４０万円

（被災職員に被扶養 （被災職員に被扶養

者のあるとき１，６ 者のあるとき１，６



４０万円） ４０万円）

令和２年 請求権者１名 １，

４月１日 ９５０万円

以降 （被災職員に被扶養

者のあるとき１，７

５０万円）

請求権者２名 １，

８５０万円

（被災職員に被扶養

者のあるとき１，６

５０万円）

請求権者３名以上

１，７５０万円

（被災職員に被扶養

者のあるとき１，５

５０万円）

⑾ 責任保険又は責任共済から ⑾ 責任保険又は責任共済から

、死亡による損害に対して、 、死亡による損害に対して、

支払限度額により支払われた 支払限度額により支払われた

損害賠償額のうち、葬祭補償 損害賠償額のうち、葬祭補償

と同一の事由による損害に係 と同一の事由による損害に係

る額は、昭和５６年４月３０ る額は、昭和５６年４月３０

日以前に発生した事故の場合 日以前に発生した事故の場合

にあっては、当該損害賠償額 にあっては、当該損害賠償額

に、次の表に掲げる事故発生 に、次の表に掲げる事故発生

の時期の区分に応じて、それ の時期の区分に応じて、それ



ぞれ同表比率等欄に掲げる比 ぞれ同表比率等欄に掲げる比

率を乗じて得た額（昭和５０ 率を乗じて得た額（昭和５０

年７月１日以降の時期に発生 年７月１日以降の時期に発生

した事故の場合にあっては、 した事故の場合にあっては、

１万円未満の端数はこれを切 １万円未満の端数はこれを切

り捨てる。）とし、昭和５６ り捨てる。）とし、昭和５６

年５月１日以降に発生した事 年５月１日以降に発生した事

故の場合にあっては、同表に 故の場合にあっては、同表に

掲げる事故発生の時期の区分 掲げる事故発生の時期の区分

に応じて、それぞれ同欄に掲 に応じて、それぞれ同欄に掲

げる額とする。 げる額とする。

事故発生の時期 比率等 事故発生の時期 比率等

（略） （略） （略） （略）

平成９年５月１ ６０万円 平成９年５月１ ６０万円

日から令和２年 日以降

３月３１日まで

令和２年４月１ １００万円

日以降

⑿ （略） ⑿ （略）

３・４ （略） ３・４ （略）

以 上


